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〈投稿論文〉
経済産業行政における地方分権についての考察
─中小企業政策を例に─
加　藤　雅　史
要旨
本論文では，経済産業行政の地方分権について中小企業政策を例に考察し，中小企業政策の対象者やそれを
とりまく地域にとって望ましい姿はなにか，検討をした。
1999（平成11）年の中小企業基本法の改正，地方分権一括法の施行に伴う地方自治法の改正等は，中小企業
政策の制度上の大きな転換であり，これにより政策上における自治体の位置づけが変わり，地域の特性に応じ
た中小企業政策を実施できるようになり，地域経済振興への責務を負うこととなった。
こうした中，国は，現行の基本法下における政策として，地域経済対策のための法制定や改正が次々と行い，
予算については，自治体向けではなく，国から地域へ直接交付される「空飛ぶ補助金」を交付している。
一方で，一部自治体においては，地域経済や地域振興の取り組みの重要性を感じ，従前から独自の中小企業
政策への取り組みを行っていた。その事例からは，地域内で仕事とお金が回るように図っていることがうかが
える。また，自治体間における政策の相互参照や波及効果などもみられる。
しかしながら，未だに地方分権改革推進委員会等における中小企業政策の議論は，空飛ぶ補助金や二重行政
について，平行線のままである。
こうした状況や議論を踏まえた上で，国と自治体の別に，中小企業政策とそれに基づく具体的な施策のすみ
わけを提言した。
キーワード：中小企業政策，地方分権，地域経済
はじめに
本論文においては，中小企業政策を例として，経
済産業行政における地方分権を考察する。
中小企業政策については，経済産業省の外局であ
る中小企業庁が主管であり，また，小野（1999;98）
によれば，その政策体系を概観すれば，「同時に日
本の産業政策で採用された政策ツールの大半に触れ
ることができると考えられる。」としていることか
ら，経済産業行政における地方分権の考察に適して
いると考えられる１。
さて，わが国の中小企業は，2009（平成21）年現
在，全企業のうち99.7％を，雇用者数の66％を占め
ている（中小企業庁 2012ａ：324,330）。また，工業
生産活動についてみれば，2008（平成20）年の製造
業の付加価値額100兆8,520億円のうち中小企業の付
加価値額は54兆8,870億円で54.4％を占めており（財
政調査会 2012ａ：358），産業構造上重要なものと
なっている。
こうした重要性を鑑み，2008（平成20）年６月18
日には，中小企業政策の基本的考え方と方針を明ら
かにした中小企業憲章が閣議決定された。また，自
治体においても，中小企業基本条例や中小企業振興
条例などを定め，地域における中小企業の役割や位
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置付けを定義し，そのための行政の政策方針や中小
企業自身の責務などを明確にする動きがある２。
現在の中小企業政策は，1999（平成11）年に改正
がされた中小企業基本法に基づくものであるが，こ
こにおいて，国は「総合的に施策を策定し実施する」
責務を，自治体は「当該区域の諸条件に応じた施策
を策定し実施する」責務を有することとなってい
る。加えて，同年に改正された地方自治法では，中
小企業政策を含む全ての事務において，制度上，国
と自治体の関係が見直された（2.2参照）。
しかしながら，未だ中小企業政策の分野では国と
地方側との分権の議論が続いており，そこでは，空
飛ぶ補助金，出先機関の廃止による二重行政の解消
といったものが主となり，意見のやり取りがされて
いる。また，両者の意見を調整している地方分権改
革推進会議等における勧告においては，具体的な政
策のすみわけの提言までは行われていない（5.2参
照）。
中小企業政策は，地域経済にとって重要なもので
あり，後述１の通り，まちづくりやくらしづくりに
つながるものである。本論文の問題意識は，こうし
た地域経済にとって重要な政策について，どの程度
まで国が関与し，一方でどういったものについて地
方分権をすすめていくべきか，ということである。
中小企業政策に関し，国の関わりや地方分権につ
いて研究したものについては，次のとおりである。
和田（2010）によれば，国や実際の法律を企画立
案する中小企業庁などからの視点から，地域中小企
業政策の課題を考察しており，国はモデル的な中小
企業上位層を育成するなど，中小企業基本法改正に
おける役割分担を国は貫徹しようとしていると述べ
ている。一方，黒瀬（2006）は，基本法改正以降政
策の仕組みが変わったかどうかは定かでないとし，
墨田区における取り組み（本論文の4.1を参照）を
例に，人材と財源が基礎自治体に配分されれば，中
小企業政策の革新が大きく進むとしている。
本論文では，こうした先行研究を踏まえつつ，中
小企業政策について，その概略と沿革，国と自治体
の取り組み状況を述べ，中小企業政策に関する地方
分権の議論を踏まえつつ，中小企業とこれをとりま
く地域にとってどうあるべきか，政策のすみわけの
提言をおこなうものである。
なお，本論文の対象は，中小企業庁と自治体が行
う中小企業政策とし，特にそれぞれが行う地域中小
企業対策を中心とする。
１．中小企業政策の概略について
現行基本法３では，中小企業政策に当たっての基
本理念について第３条で規定している。この条にお
いては，政策の基本的な方針として，「…その経営
の革新及び創業が促進され，その経営基盤が強化さ
れ，並びに経済的社会的環境の変化への適応が円滑
化されることにより，その多様で活力ある成長発展
が図られなければならない」としている。これを受
け，同法第５条において国及び地方公共団体が行う
べき施策の基本方針を，次の１～４号のように規定
している。なお，これら４つの号は，同法第２章の
各節に対応している。
（以下，本論文における下線部は筆者による）
中小企業基本法（抄）
（基本方針） 
第５条　政府は，次に掲げる基本方針に基づき，中
小企業に関する施策を講ずるものとする。
一　中小企業者の経営の革新及び創業の促進並び
に創造的な事業活動の促進を図ること。
二　中小企業の経営資源の確保の円滑化を図るこ
と，中小企業に関する取引の適正化を図ること
等により，中小企業の経営基盤の強化を図るこ
と。
三　経済的社会的環境の変化に即応し，中小企業
の経営の安定を図ること，事業の転換の円滑化
を図ること等により，その変化への適応の円滑
化を図ること。
四　中小企業に対する資金の供給の円滑化及び中
小企業の自己資本の充実を図ること。
「施策」のまとまりがその上位概念である「政策」
であることを踏まえ，本論文では中小企業政策を
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（１）経営の革新及び創業の促進，（２）中小企業の
経営基盤の強化，（３）経済的社会的環境の変化へ
の適応の円滑化，（４）資金の供給の円滑化及び自
己資本の充実の４つに分類する。
なお，これらの政策の概要４と対応する国の施策
の例５は次のとおりである。
（１）経営の革新及び創業の促進（＝現行基本法第
２章第１節に対応）
中小企業施策を実施するに当たり特に重点的に支
援すべき事業活動として位置づけられるもの。
（中小企業新事業活動促進法による総合的支援，創
業・ベンチャー支援，経営革新の支援など）
（２）中小企業の経営基盤の強化（＝同第２章第２
節に対応）
中小企業は，その規模ゆえに自らの有する経営資
源が乏しい上，外部の経営資源を確保する際にも大
企業と比べて困難性が高いため，①中小企業の経営
資源の補完を図ること，②中小企業が事業活動を行
う際に受ける様々な障害を取り除き，その規模のた
めに不当に不利な扱いを受けることのないよう公正
な市場の確保に努める必要がある。
「中小企業の経営基盤の強化」とは，この①，②
の施策を講ずることにより，経営の向上に努力して
いる中小企業が事業活動を行う際の障害を取り除き
環境を整備するもの。
（新たな事業活動支援（農商工連携，新連携など），
海外展開支援，ものづくり・技術の高度化支援，技
術革新・IT 化支援，雇用・人材支援，設備導入支
援等，連携・共同化の推進，取引の適正化，下請中
小企業の振興，国等からの受注機会の増大，中小商
業の振興，中心市街地の活性化など） 
（３）経済的社会的環境の変化への適応の円滑化
（＝同第２章第３節に対応）
大企業と異なり経営資源の確保等が困難な中小企
業にとって，経済的社会的環境の変化が，経営を著
しく不安定にするおそれがあり，それが相当数の中
小企業に対して起こる場合には，経済厚生の観点か
ら何らかの経営の安定の措置を講ずる。また，事業
の転換や廃業をする場合等には必要な措置を講ず
る。こうしたことなどにより，中小企業が環境の激
変に対して円滑に対応できるようにするためのいわ
ゆるセイフティネットとしての激変緩和措置に関す
るもの。
（経営安定対策，災害対策，取引・官公需支援，事
業分野の調整，中小企業再生支援など）
（４）資金の供給の円滑化及び自己資本の充実（=
同第２章第４節に対応）
中小企業にとって重要な資金及び自己資本の充実
に関するもの。
（政策金融，信用補完，中小企業投資育成株式会社
　投資事業有限責任組合，中小企業関連税制など）
これらの例から，中小企業の創業，発展，そして
再生といった状況別に応じた施策があること，その
施策の対象は個別中小企業だけでなく，商店街や中
心市街地のような地域を対象としたものがあるこ
と，農商工連携や雇用対策といった省庁の枠を超え
たものがあることなどがわかる６。
このように，中小企業政策の対象者や受益者は，
中小企業主やその従業員だけでなく，直接的又は間
接的に広く対象地域の様々な産業関係者や住民にま
で広がる。ここでは，国の施策を挙げたが，自治体
における中小企業政策が地域産業政策と同じように
捉えられるのももっともなことであろう。
中小企業政策は，個別の中小企業の支援だけでな
く，雇用や事業機会の創出などにより，地域の「く
らしづくり」につながり，商業振興や市街地活性化
などにより，「まちづくり」につながるのである。
２．国の中小企業政策の変遷
2.1　中小企業基本法について
現在の中小企業政策は，中小企業基本法に基づく
ものである。
中小企業基本法は当初，1963（昭和38）年に，大
企業と中小企業の間の雇用構造や産業構造などと
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いった「二重構造」の解消を目的として制定された。
ここにおける自治体の施策は第４条において，「国
の施策に準じて施策を講ずるよう努めなければなら
ない」とされ，「この条項により地域経済の振興の
目的および政策の基本フレームは国が策定し，地方
公共団体は国が策定した種々の支援メニューの中か
ら適当なものを選択・実施する仕組みになってい
た。」（吉田 2010ａ：24）ことから，中央集権型の
施策がすすめられていた。
中小企業基本法（昭和38年法律第154号）（制定時）
（抄）
（国の施策）
第３条　国は，第１条の目標を達成するため，次の
各号に掲げる事項につき，その政策全般にわた
り，必要な施策を総合的に講じなければならな
い。
一～八　（略）
（地方公共団体の施策）
第４条　地方公共団体は，国の施策に準じて施策を
講ずるように努めなければならない。
その後，90年代以降，国際化の進展，景気後退の
長期化等のため，規制緩和による市場活性化や競争
政策が産業政策の中心となる。その競争政策の集大
成となったのが，1999（平成11）年の中小企業基本
法の大改正であり，すなわち「現行基本法」の制定
である。
その基本理念は，第３条にあるように，「独立し
た中小企業の多様で活力ある成長発展」である。こ
の現行基本法における国の役割は第４条のとおりで
あり，第３条に掲げる基本理念にのっとって，中小
企業に対する施策を総合的に策定し，実施する責務
を有するとしている。「中小企業に対する施策を総
合的に策定する」とは，中小企業政策の企画立案に
当たっては，その全体的な方針は国が行うとするも
のである（中小企業庁2000ａ：46）。一方，自治体
の役割は同法第６条に示されているとおりであり，
地域経済振興に関する自治体の役割と責務は，旧基
本法下に比して飛躍的に高まった（吉田 2010ａ：
24）。この改正は，2.2の地方分権の流れを受けたも
のだが，本条中の「国との適切な役割分担」とは，
財政的・制度的及び人的に必要な役割を国と必要な
連携を図りつつ行うことであり，「地方公共団体の
区域の自然的…及び実施する」とは，地域中小企業
の振興はその区域の自然的経済的社会的な条件に応
じてその区域を管轄する自治体が第一義的に実施す
べきであり，その地域の特性に応じた施策の企画立
案及び実施を自治体がすべきとうたったものである
（中小企業庁 2000ａ：49-50）７。これにより，自治
体は地域の特性に応じた中小企業政策を実施できる
ようになっただけでなく，地域経済振興への責務を
負うこととなったのである。
中小企業基本法（昭和38年７月20日法律第154号）
（抄）
〔中小企業基本法等の一部を改正する法律第一条
による改正（平成11年12月３日法律第146号）後〕
（基本理念） 
第３条　中小企業については，多様な事業の分野に
おいて特色ある事業活動を行い，多様な就業の機
会を提供し，個人がその能力を発揮しつつ事業を
行う機会を提供することにより我が国の経済の基
盤を形成しているものであり，特に，多数の中小
企業者が創意工夫を生かして経営の向上を図るた
めの事業活動を行うことを通じて，新たな産業を
創出し，就業の機会を増大させ，市場における競
争を促進し，地域における経済の活性化を促進す
る等我が国経済の活力の維持及び強化に果たすべ
き重要な使命を有するものであることにかんが
み，独立した中小企業者の自主的な努力が助長さ
れることを旨とし，その経営の革新及び創業が促
進され，その経営基盤が強化され，並びに経済的
社会的環境の変化への適応が円滑化されることに
より，その多様で活力ある成長発展が図られなけ
ればならない。
（国の責務）
第４条　国は，前条の基本理念（以下単に「基本理
念」という。）にのつとり，中小企業に関する施
策を総合的に策定し，及び実施する責務を有す
る。
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（地方公共団体の責務）
第６条 　地方公共団体は，基本理念にのつとり，
中小企業に関し，国との適切な役割分担を踏まえ
て，その地方公共団体の区域の自然的経済的社会
的諸条件に応じた施策を策定し，及び実施する責
務を有する。
2.2　地方分権一括法について
また，同年，「地方分権の推進を図るための関係
法律の整備等に関する法律（地方分権一括法）」が
公布された。
地方分権一括法に基づく地方自治法改正により，
国と自治体の関係が大きく変わった。具体的には，
自治体は，「…住民の福祉の増進を図ることを基本
として，地域における行政を自主的かつ総合的に実
施する役割を広く担うもの」（地方自治法第１条の
２第１項）とされ，国と自治体の関係は，「国は，
…住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆ
だねることを基本として，地方公共団体との間で適
切に役割を分担する…」（同法同条第２項）とされ，
特に，「法律又はこれに基づく政令により地方公共
団体が処理することとされる事務が自治事務」であ
る場合においては，「国は，地方公共団体が地域の
特性に応じて当該事務を処理することができるよう
特に配慮しなければならない」（同法同条第13項）
とされ，地域のことはできる限り自治体に委ねるこ
ととなり，また，自治事務となったものは原則国の
関与がなくなった。そして，地方分権一括法の施行
により，中小企業政策のほとんどが自治事務に分類
された８。
このように，中小企業政策にとっては，現行基本
法の制定と地方自治法の改正がされた1999（平成
11）年が，制度上の大きな転換期であった。
３．現在の国の中小企業政策の法令・予算・
施策・執行体制等
3.1　基本法改正以降の個別法の制定等
中小企業庁（2000ｂ：419）では，21世紀におけ
る中小企業の役割の一つとして，「地域経済社会発
展の担い手」をあげている。
現行基本法下では，このような中小企業への期待
と認識の下，同法第３条の基本理念及び第５条の基
本方針に則し，表３－１のとおり個別の法制定や改
正が行われている。
この表からは，基本法改正後に多くの地域経済対
策の法律の制定・改正を行っていることがわかる。
例えば，全国各地の中心市街地の活性化が喫緊の課
題となっていることを受けた「中心市街地活性化
法」と「都市計画法」の改正（2006（平成18）年）
などである。
また，2007（平成19）年に地域経済再生に関する
大臣特命プロジェクトチームが設置され，2007（平
成19）年11月には農商工連携の促進，中小企業の生
産性向上に向けた地域経済再生のための緊急プログ
ラムがとりまとめられ，2008（平成20）年には農商
工連携等促進法が制定されている。
3.2　補助金等
一般会計に計上された中小企業庁所管の2012（平
成24）年度補助金等は，648億円である（詳細は巻
末資料１参照）。
基本法改正の前年度（1998（平成10）年度）に編
成された1999（平成11）年度補助金等（詳細は巻末
資料２参照）においては，交付先が都道府県を中心
とした自治体向けとなっているものが計49,509百万
円（全体の44.3%）あるが，現在では自治体向け補
助金等が激減し，現在では委託費の計94百万円（全
体の0.15%）のみとなっている。一方で，「空飛ぶ補
助金」９は引き続き残っている10，11。また，独立行政
法人中小企業基盤整備機構向け予算（独立行政法人
中小企業基盤整備機構運営費）は19,207百万円であ
り，全体の29.6％をしめる。
この変化の大きな理由は，まず，①については，
地方分権改革推進会議（5.1参照）の意見や2004（平
成16）年度以降行われた三位一体改革などによる自
治体向けの補助金の削減によるものである。また，
②については，自治体向け補助金が減る一方で，独
立行政法人中小企業基盤整備機構（3.3参照）の業
務のウエイトが大きくなったためである。
なお，こうした予算に基づく具体的な施策につい
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ては，１を参照されたい。
3.3　政策の担当部局
現在の国の中小企業政策については，経済産業省
の外局である中小企業庁，同省の地方支分部局であ
る地方経済産業局（2012（平成24）年７月現在：全
国に８局，定員1,788人）の産業部が担当している。
また，3.2のとおり，政策の実行に当たっては，独
立行政法人中小企業基盤整備機構も重要な役割を果
たしている。同機構は，全国10箇所に支部が設けら
れており，国が表３－１の地域中小企業政策を具体
化するための中核的な実施機関となっており（和田 
2010：49），中小企業庁の別働隊もいうべき存在で
ある。
以上のように，国の法律や補助金，そしてその執
行体制は，現行基本法下でも，地域経済振興へ積極
的に関与している。その関与の仕方は，旧基本法下
の自治体を介する方法から，直接（又は中小企業基
盤整備機構を経由して）中小企業や地域と相対する
方式となった。このため，地域対策については，国
と自治体の二重体制となっている面がある。
表３－１　基本法改正以降の個別法の主な制定・改正の状況
年 法律名 内　容
1999 中小企業基本法の改正 中小企業基本法の抜本的な見直し
2000 中小企業支援法 中小企業支援センターの創設
中小企業信用保険法の改正 セーフティネット保証の対象拡大
2001 中小企業信用保険法の改正 売掛債権担保融資保証制度の創設
2002 新事業創出促進法の改正（2003 年施行） 最低資本金規制の特例
2003 産業活力再生特別措置法の改正 中小企業再生支援協議会の創設
下請代金法の改正 規制対象となる委託取引の拡大
2004 中小公庫法の改正 証券化を活用した融資制度の創設
2005 中小企業新事業活動促進法 新連携支援
有限責任事業組合契約法 有限責任事業組合（LLP）制度の創設
会社法（2006 年施行） 合同会社（LLC）制度の創設
2006 中心市街地活性化法の改正 まちづくり３法の見直し
中小企業ものづくり高度化法 ものづくり支援
2007 中小企業地域資源活用促進法 地域資源の活用支援
株式会社日本政策金融公庫法（2008 年施行）
政府系金融機関の見直し
株式会社商工組合中央金庫法（2008 年施行）
2008 農商工等連携促進法 農商工連携支援
中小企業経営承継円滑化法 事業承継の円滑化支援
中小企業信用保険法の改正，中小公庫法の改正 売掛債権早期現金化保証制度の創設
2009 小規模企業共済法の改正 共済契約の加入対象者の拡大等
地域商店街活性化法 商店街活性化のための支援
2010 小規模企業共済法の改正 共済契約の加入対象者の拡大
中小企業倒産防止共済法の改正 共済金貸付の拡充
2011 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措
置法の改正
産業再編及びベンチャー・地域中小企業等の支援
2012 中小企業経営力強化支援法 中小企業の海外子会社の資金調達を円滑化
（出典）亀澤他（2008：42）を基に，経済産業省の次のウェブサイトを参考として，筆者が加筆した。
　　　　<http://www. meti. go. jp/intro/law/>
※ゴシック体箇所は地域中小企業対策関連の法律
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４．自治体における中小企業政策等の取組み
4.1　中小企業政策への取り組み
２のとおり，1999（平成11）年を境に，制度上，
自治体における中小企業政策の位置づけがかわった
が，旧基本法下においても，一部の自治体において，
地域経済や地域振興の取り組みの重要性を感じ，独
自の中小企業政策や地域産業政策の取り組みを行っ
ていたところもある。また，現行基本法施行後，そ
うした取組みが活発となっている。
ここでは，全国の自治体に先駆けて先進自治体が
取り組んだ事例をいくつか取り上げ，自治体のポテ
ンシャルを紹介していく。もちろん，これらは，国
のプログラムによるものではない。
（１）例えば，基礎自治体における取組は，次のよ
うなものがある。
①東京23区でもっとも工場数が多かった墨田区は，
1970年代に入って地域の中小企業数と人口の減少に
直面した。中小製造業の減少が地域経済を疲弊させ
るだけでなく，人口減少によって地域社会も活気を
失うという事態に危機感を抱いた墨田区は，まず実
態把握に努めるため，1977（昭和52）年に全工場を
対象とした「中小企業製造業基本実態調査」を行っ
た。その後，1979（昭和54）年に中小企業振興基本
条例を制定し，区政にとって中小企業振興が重要で
あることを明確にし，産業政策だけでなく区政全般
に中小企業振興を位置づけできた（植田 2007:32-
34）（黒瀬 2006:295-300）。
②一方，ものづくりの町として知られる大田区にお
いても，1985（昭和60）年，大田区は，全工場対象
としたアンケート調査を行い，その分析を大田区編
『ナショナル・テクノポリス　大田区における高度
工業集積の課題』（1986（昭和61）年）として発表
した。しかしながら，大田区の工場数はこの頃から
減少傾向に入ったことから，大田区では，住工混在
問題への対応，賃貸型貸工場の整備をすすめた。そ
して，1995（平成７）年には，「大田区産業まちづ
くり条例」を制定し，自治体として地域の産業にど
のように関わっていくのかを明らかにしている。こ
の条例では，まちづくりという観点から産業振興が
大田区にとって重要であることを明確にしている
（植田　2007：34-36）。
③京都府園部町では，1998（平成10）年に，「町民
には町内での物品購入に理解と協力を，商工業者に
は良い商品をより安く提供できる商人になって欲し
い」との目的から，全国で初めて自治体が商品券を
発行する「商品券条例」を制定した（野中 2000：
257）。この商品券条例は，特定地域振興券などとい
う名称で，今では多くの自治体が取り組んでいる。
④北海道伊達市は，定年後移住したい町の上位にラ
ンクされているが，かつて，2000（平成12）年有珠
山の噴火により大きな被害を受けた。また，市の財
政も破綻寸前の状況であった。こうした中，伊達市
は，官民一体の「高齢者安心生活まちづくり」（ウェ
ルシーランド構想）により，移住者の増加により人
口減を食い止め，地域活性化を行った。このまちづ
くりは，コンパクトシティ化で都市機能を集中させ
たものだが，お試し移住ができる「伊達版・安心ハ
ウス」や，相乗りできるタクシ （ーライフモビリティ
サービス）などの特徴ある取組みを行ったのである
が，全国の自治体や商工関係者などから地域活性化
の成功例として注目を集めている（桐山 2008：４）。
（２）広域自治体レベルでの取り組みとしては，中
小企業政策そのものではないが，産業振興に着目
した例があった。
①神奈川県では1982（昭和57）年，（ⅰ）産業の総
合化（Ⅰ－Ⅲ次産業），（ⅱ）政策の総合化，（ⅲ）
県内各地域の総合化による「かながわの総合産業政
策」を策定した。都道府県が産業政策の主体となる
ことについて，今では当たり前になっているが，当
時は国や県庁内に強い抵抗があった。しかしなが
ら，神奈川県は県民福祉の基盤である雇用と所得確
保の条件整備に責任をもつ地方政府として，福祉の
源泉である産業振興のための政策をもつのは当然の
責務と考え，内外の抵抗を排して独自の産業政策の
策定に取り組んだのである（久保　2000：158）。
②大分県では，1979（（昭和54）年，地域の資源を
新たな目で見直すいわゆる一村一品運動を開始し
た。この運動は，国の政策に頼らず，身近な地域資
源を見つめ直し，これを加工・販売して小さな村か
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らも日本一のものを作り出していくというものであ
るが，現在では「町おこし」「村おこし」などとい
う形で全国に波及している。
4.2　地域経済の持続的発展と中小企業基本条例
地域経済への取組については，３において国が積
極的に取り組んでいることを述べたが，国以上に危
機意識を持っているのが，自治体をはじめとする当
該地域の関係者であろう。 
こうした中，自治体が中心となり地域経済の持続
的な発展を行う方策の一つとして，岡田（2007：
97-98）は，「地域内再投資」をあげている。この「地
域内再投資」とは，ある地域の経済や社会において，
そこで繰り返し，ある一定量の再投資が行われ，地
域内での雇用や所得，そして生活が再生産されてい
ることである。この再投資の主体は，企業や協同組
合，NPO などだけでなく，農家や自治体も含まれ
る。また，吉田（2010ｂ：263）は，持続可能な地
域づくりのため，「地域内経済循環」を強めること
をあげている。すなわち，地域内で仕事とお金が循
環する仕組みを再構築するのである12。
「地域内再投資」及び「地域内経済循環」のいず
れも，その地域内で中小企業を中心に仕事と資金を
流動させることを中心に据えているのである。そし
て，地域において，中小企業が行う仕事だけでなく，
その従業員，関連事業者，生活といった「くらし」
まで見据え，さらには，商業の振興や市街地が活性
化することにより「まちづくり」につながり，結果，
地域経済が持続的に発展できることを示唆してい
る。4.1で述べた各種取り組みは，最初から地域内
再投資や地域内経済循環を意識していたかどうかは
わからないが，少なくともその地域において仕事と
お金が回るように意識していたことはうかがえる。
そして，地域内再投資の重要性を述べている岡田
（2010：４）は，地域に雇用と所得を生み出す中小
企業や農家，協同組合，NPO，そして自治体が，
量的にも，質的にも地域内で再投資する力量をつけ
るためには，自治体が系統的に地域における連携体
制を強めていくことが何よりも必要であるとした上
で，「その地域内再投資力をつけていく方策のひと
つとして注目されているのが，自治体による中小企
業振興基本条例である。」としている。
ここでいう，中小企業振興基本条例（以下「基本
条例」という。）とは，4.1において墨田区や大田区
が制定したものであり，産業振興・中小企業振興に
対する自治体の主体的な姿勢・責任が明確にするも
のだが，自治体が国とは違った政策の新基軸を持つ
という意義もある（和田，2009：54）。
基本条例は，現在多くの自治体でその制定が進め
られており，2009（平成21）年時点では，39自治体
が制定している（新宿区：2009）。2010（平成22）
年には国の中小企業憲章が閣議決定されたが，2013
（平成25）年４月現在で25都道府県・96市区町村が
策定しており13，「政策の波及効果」が見られる。
4.3　自治体の取り組みの特徴
一般に，「地方選好の反映」については，国より
も 自 治 体 の 方 が し や す い と さ れ て い る。 佐 藤
（2010：193-194）によれば，地方分権の理論的基礎
として「分権化定理」をあげ，その理由として，「地
域の特性・財政需要（ニーズ）に関しては，国より
も地方自治体のほうがより詳細，かつ正確な情報を
有しているものと考えられる。」とした上で，「この
優位な情報を最大限に活かすように地方に権限移譲
を行い，公共サービスの供給を担わせることが効率
的な資源配分に即するはずだ。」としている。
加えて，中小企業政策に関しては，4.1でのべた
自治体の取り組みや4.2の中小企業基本条例の策定
事例からは，自治体間で「政策を相互参照」したり，
「政策が波及」する現象が見られることは述べた。
国も自治体も経営資源は限られている。個々の中
小企業への支援策はもちろんのこと，くらしづくり
やまちづくりに関する中小企業政策については，い
まや国が施策を提示するのではなく，日ごろ地域に
おいて中小企業主や住民等と接している自治体にお
いて，地域のニーズを把握した上で，現行基本法第
６条のとおり，「その地方公共団体の区域の自然的
経済的社会的諸条件に応じた」施策を講じて取り組
む方が効率的である。こうした中で，自治体が地域
内でお金と仕事を循環させ，「まちづくり」や「く
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らしづくり」を行うための核となるべきであろう。
そして，優れた政策であれば，他の自治体が参照し，
そして波及していくのである。
５．中小企業政策に関する地方分権の議論に
ついて
5.1　中小企業政策に関する議論の変遷
地方分権一括推進法及び現行基本法の施行後，第
２次分権改革期14の中小企業政策についての議論の
中心は，法令等による義務付け及び枠付けの緩和，
空飛ぶ補助金や二重行政の廃止などである。こうし
た議論は，地方分権改革推進会議（2001～2004（平
成13～16）年），地方分権改革推進委員会（2007～
2010（平成19～22）年）15，地域主権戦略会議（2010
（平成22）年設置）などにおいて行われいる。
結論を先に述べると，義務付け及び枠付けの緩和
は，ある程度進捗している。地方分権改革推進委員
会の第２次勧告（2008（平成20）年12月８日）では，
同委員会で打ち出されたメルクマールをもとに，自
治事務のうち，法令による義務付け・枠付けをし，
条例で自主的に定める余地を認めていないものを見
直しの対象とした。このうち中小企業政策関係は中
小企業支援法などの11法令（筆者調べ）であり，こ
の中には全国知事会から支障事例16として挙げられ
ているものを含んでいる。この勧告をもとに，「地
域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を
図るための関係法律の整備に関する法律」（平成23
年法律第37号）の施行などで，すべてではないが，
緩和が進められている。
一方，空飛ぶ補助金，二重行政については，議論
が平行線であり，解消されていない。この点は，次
節で詳しく述べる。
5.2　地方分権改革推進委員会における議論
この節では，中小企業政策に関するやりとりが繰
り返されている地方分権改革推進委員会の議論の論
点を整理する。
まず，地方側は，「中小企業に対する直接支援策
の実施については，地域が自主的・主体的に取り組
むべきである，中小企業に対する直接支援策の実施
については，都道府県が中心となって担い，商店街
の活性化支援については基本的に市町村が担うべ
き」などとしている17。
また，「（経済産業局の業務は自治体と重複してい
ることから）経済産業局を廃止し，中小企業への支
援等を，地方が一元的かつ自主的・主体的に取り組
むことができるようにすれば，支援を受ける中小企
業としては，…適切な支援をより早く受けることが
できるようになり，ひいては地域経済の発展に資す
るものと考えられる。」，「（全ての地方出先機関につ
いて，これまで縦割りで連携が十分でなかったが）
…関係業務を地方自治体にゆだねれば，地方が，地
域の実情を踏まえて各分野の取り組みを調整しなが
ら，タイミングを逸することなく企業誘致を進めた
り，既存立地企業や地場産業の二次展開を支援した
り，第一次・第二次・第三次産業の融合や異業種交
流，さらには雇用確保や人材育成等を，より総合的
に推進することが可能となる。」などとしている18。
一方，国の意見はどうか。「中小企業基本法に基
づき，国は，施策の総合的な策定・実施を行い，地
方公共団体は，国との適切な役割分担を踏まえて区
域の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策
定・実施することになっている。その数も多く多様
性がある中小企業について，国は基本的枠組みの構
築，指針の策定と同時に，ものづくり基盤技術高度
化事業等の中小企業施策を，全国的規模・視点から
国を通じて一体的に行うことが適当な支援を行って
おり，地方公共団体のみが直接的な支援を行うこと
は適当でない。また，商店街の活性化に関しても，
国は，経営の近代化の目標等に係る振興指針を定め
ることとされており，商店街施策の総合的な策定・
実施義務を有している。また，地方公共団体は地域
における地理的及び自然的特性，文化的所産並びに
経済環境の変化を踏まえつつ，国の施策と相まって
施策の策定・実施をすることとなっており，この両
者が相まって効果的な施策の実施が図られることに
なる。」19としており，予算執行について，商店街対
策でもベンチャー対策でも，モデルになるようなと
ころについて，国が一定の予算を持っていて，志あ
るものに助成をするというところに特化という考え
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方であるとしている20。
また，地方経済産業局については，「（ものづくり
高度化支援について）…施策の対象となる中小企業
者等は，全国各地に膨大な数があり，地域の実情を
踏まえつつ効率的な業務を執行するためには，各地
方の経済産業局と本省が一体的に行うことが必要で
ある。」，「新連携支援，地域資源活用，農商工連携
については…施策の対象となる中小企業者等は，取
引関係や対象とする市場が国内外広くに渡っている
ことから，地域の実情を踏まえつつ効率的な業務を
執行するためには，各地方の経済産業局，世界各国
に展開する JETRO 海外拠点，本省が一体となって
実施することが必要である。」としている21。
他方，一連の議論をとりまとめていた地方分権改
革推進委員会はどう判断しているか。中小企業政策
について，地方にゆだねるべきものがないか見直し
を行い，国が行う直接支援は，地方が行うことので
きない全国的視点に立った事業に限定すべきとの勧
告である（第１次勧告（2008（平成20）年５月28
日））。地方経済産業局についても，同様に国が行う
べき業務を見直した上で，廃止し，他の出先機関と
統合すべきとしている（第２次勧告（2008（平成
20）年12月８日）。全てではないが，地方側の意見
を取り入れている。
なお，独立行政法人中小企業基盤整備機構につい
ても，独立行政法人の整理合理化計画（平成19年12
月24日閣議決定）の pp.67-68において，地域の中小
企業支援機関の支援や地方が行うことができない全
国レベルのモデル事業など真に必要な事業に係るも
のに役割を特化するなどとされている22。
5.3　地方分権の議論についての考察
1999（平成11）年を境に，中小企業政策における
自治体の位置づけが変わり，自治体は制度上，地域
経済や地域中小企業振興の責務を負ったのである。
これについて，5.2においてあげたとおり，国は，
予算執行について，商店街対策でもベンチャー対策
でも，モデルになるようなところについて特化して
いるとしているが，ほとんどの中小企業政策が自治
事務である現在，自ら取り組む事業を相当程度絞り
込んでいかねばならないだろう。もっとも，よほど
国家的な最先端の技術支援を要するものは別とし
て，モデル的なものは4.1や4.2で取り上げた地方の
先進事例を紹介すれば足りるであろう。空飛ぶ補助
金は，国にとっては地元自治体や議会を通さなくて
すむという点では効率的かもしれない。しかしなが
ら，そもそも補助金の交付を通じた国の各省庁の関
与が，地域の知恵や創意を生かした自主的な行財政
運営を阻害しがちである（林崎 2000：79）。その上，
4.3において，地域経済の持続的な復活のためには，
お金と仕事を循環させること，また，その核に自治
体があるべきことを述べたが，地域のまちづくりや
くらしづくりが国の直営となり，地元自治体をはじ
め（交付先以外の）地域関係者の関与がなくなるこ
とによって，効果があがるのだろうか。例えば，地
域中小商業支援事業（地域商業再生事業）は，地方
経済産業局が商店街組織や民間事業者に直接交付し
ている空飛ぶ補助金だが，地域コミュニティ機能再
生事業，商店街等構造改革事業というまちづくりを
メニューとしているにもかかわらず，募集要項23を
読む限り，自治体やその他の地域の関係者の関与す
る余地はない。
自治体を経由しないという点では，地域政策を行
う独立行政法人中小企業基盤整備機構の取り組み
も，施策内容によっては同じことがいえるであろ
う。
また，二重行政の議論の対象である地方経済産業
局について，地域の実情を踏まえつつ国や関係機関
と効率的な業務を執行するために必要としている
が，果たして地域の実情を把握できるような機関な
のだろうか。同局は都道府県よりも数が少ない８局
の1,800人足らずの組織であり，そのうち中小企業
政策担当はその一部である。そのような体制で全国
の津々浦々の地域をカバーし，地域の多数の中小企
業をフォローするのは事務コストがかかる上にマン
パワーの限界がある。せいぜい都道府県庁間の事務
調整ぐらいしか出来ず，そのような調整業務は，
IT 化の進んだ今般，中小企業庁本体でもカバーで
きるのではないか。地方経済産業局以外の出先機関
にもいえることだが，現場からは遠く，縦割りであ
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る。適期の現場対応，モニタリングのしやすさや，
5.2における地方側の意見の通り，第１次，２次，
３次農業の融合，雇用，人材育成などとの連携業務
については，現場に近く，縦割りの排除しやすい自
治体の方がメリットがあろう24。
６．政策のすみ分けについての提言
これまでの論旨を踏まえ，自治体と国の別に，中
小企業政策とそれに基づく具体的な施策のすみわけ
を次の通り提言する。なお，カッコ内では，１の国
の施策を例示としてあげている。
（１）自治体が行うべきもの
現行基本法の制定と地方自治法の改正がされた
1999（平成11）年以降，自治体は制度上，地域の特
性に応じた中小企業政策を実施できるようになった
だけでなく，地域経済振興への責務を負うことと
なった（２参照）。
実態としても，先行自治体では，当該地域内で仕
事とお金が回るように図り，「まちづくり」や「く
らしづくり」につながるような中小企業政策への独
自の取り組みがあり，それが他の自治体に相互参照
され，波及効果を生み出している。加えて，自治体
の優位な情報を最大限に活かすよう地方に権限移譲
し，公共サービスの供給を担わせることが効率的な
資源配分につながる（４参照）。
そして，自治体は縦割りの排除がしやすく，現場
に近いことから，適期の現場対応やモニタリングも
しやすい（５参照）。
以上のように法律の趣旨，政策の実行力や効率
性，現場に対するメリットなどを踏まえれば，次の
政策と施策は，自治体が行うべきものと考えられ
る。　
・　経営の革新及び創業の促進
　（中小企業新事業活動促進法による総合的支援，
創業・ベンチャー支援，経営革新の支援　など）
・　中小企業の経営基盤の強化
　（新たな事業活動支援（農商工連携，新連携など），
海外展開支援，ものづくり・技術の高度化支援，
技術革新・IT 化支援，雇用・人材支援，設備導
入支援等，連携・共同化の推進，下請中小企業の
振興，中小商業の振興，中心市街地の活性化　な
ど）
なお，上記のうち，都道府県と市町村の間のすみ
わけについては，補完性の原理からすれば，基本的
には市町村が行うことを優先すべきであり，また，
地方自治法では「都道府県及び市町村は，その事務
を処理するに当つては，相互に競合しないようにし
なければならない。」（同法第２条第６項）のである
ことから，上記のような中小企業政策を市町村で行
うことを優先すべきであろう。そして，都道府県は
市町村のサポートに当たりつつ，広域的な業務，例
えば市町村域を超える産業集積の調整などに当たる
ことが考えられる。
（２）国が行うべきもの
旧基本法下では大企業との二重構造問題の解消の
ため，すなわち弱者救済的な社会政策型の施策が中
央集権的に行われていた（２参照）。自助努力を支
援する競争型を理念とした現行基本法下において
も，大企業との間の調整は引き続き国で行うべきで
あろう。
一方で，国と自治体の関係が見直され，地域対策
の責務が自治体へ移った現行基本法下でも，国は引
き続き地域対策に積極的であり（３参照），地方分
権の議論においては，モデル的なものに対し予算措
置をしており，地域に根差した執行機関として地方
経済産業局を必要としているが，（１）で述べたと
おり，自治体で行う方がメリットが大きいのである
から，原則，地域対策は自治体に任せるべきであろ
う。
他方，一般的に中央集権制においてメリットとさ
れているのは，「規模の経済」であるが，井堀
（2008：117）によれば，セーフティネットの構築に
おいても，優れた特徴をもっているとしている。
以上を踏まえれば，次の政策と施策は，引き続き
国（独立行政法人中小企業基盤整備機構を含む）が
行うべきものと考えられる。
・　経済的社会的環境の変化への適応の円滑化
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　（経営安定対策，災害対策，事業分野の調整，中
小企業再生支援　など）
・　中小企業の経営基盤の強化（取引の適正化） 
・　資金の供給の円滑化及び自己資本の充実（政策
金融，信用補完，中小企業投資育成株式会社　投
資事業有限責任組合，中小企業関連税制　など） 
ただし，ポテンシャルの高い自治体が，これらの
政策や施策を独自に行うことを否定するものではな
い。
おわりに
松下（1991：60）によれば，「近代化が成熟して
都市型社会にはいれば，政策規定には，先駆自治体
→国→居眠り自治体という自治・分権型の上昇構造
がうまれる。」とした上で，「各自治体は，それぞれ
政府としての独自責任を市民から問われるようにな
る。政府としての自治体は市民にたいする，その政
府としての独自責任を，これまでのように，国の政
府におしつけて回避することはもはやできない。」
としている。
現行基本法第６条では，自治体は，その区域の自
然的経済的社会的諸条件に応じた施策を策定し，及
び実施する責務を有することになったが，地域の実
情にあった政策は国ではなく，当該地域の自治体職
員が地域の関係者と協力して作成するほかない。
これにより，それぞれの地域の個性が活かされた
「まちづくり」，「くらしづくり」の政策がすすむの
ではないか。
以　上
１　なお，2012（平成24）年の経済産業省一般会計予算
（884,584百万円）のうち，中小企業庁一般会計予算
（89,616百万円）は，10.1％を占める。（「平成24年度経済
産業省予算　事項別表」　より）<http://www. meti. go. 
jp/main/yosan2012/index. html>
２　黒瀬（2006：69）は，中小企業は発展的な本性を持ち
つつも，必然的に大企業セクターが引き起こす問題性を
帯びるが，これは市場原理に委ねておけば解決できると
いうものではないとした上で，「中小企業問題を解決し，
中小企業の発展性を引き出すために中小企業政策が必要
となる」としている。
３　本論文では，1999（平成11）年に改正された中小企業
基本法を「現行基本法」という。
４　中小企業庁（2000ａ）の pp.46-49における，現行基本
法第５条各号の解説を参考とした。
５　 中小企業庁（2012ｃ）の目次ベースである。
６　なお，中小企業基本法は，経済産業省だけでなく，財
務省，厚生労働省，農林水産省，国土交通省及び総務省
と共管の法律となっている。
７　第４条と第６条の関係について，中小企業庁（2000
ａ：50）によれば，「国が総合的な施策を策定し及び実
施する責務を有しているのに対し，地方公共団体は国と
適切な役割分担を図りつつ，地域の特性に応じた施策の
企画立案及び実施を図るという関係になっている。」と
している。
８　三橋（2007：236）によれば，政府から都道府県への
機関委任事務であった地域産業政策が，自治事務に転換
されたことから地域産業政策のガバナンスが地方主導に
大きく転換し，従来は産業政策の実施が困難であった市
区町村であっても，産業政策を実施することが可能と
なったとしている。
９　「空飛ぶ補助金」については，国から都道府県を経由
せず直接交付されるものであり， 総務省（2010）では，
関係府省（国会，裁判所，会計検査院，内閣を除く。）
の補助金等（「補助金」，「負担金」，「交付金」，「補給金」
及び「委託費」）のうち，交付先が都道府県でないもの
について，便宜，次の①，②及び③に整理している。
　①　国から，都道府県予算を経由せず，市町村に交付さ
れる補助金等
　②　国から，都道府県予算を経由せず，民間事業者・公
益法人等に交付される補助金等
　③　国から，独立行政法人・特殊法人等を経由して，市
町村・民間事業者・公益法人等に交付される補助金等
　なお，本論文における「空飛ぶ補助金」については，5.2
の地方分権推進委員会の議論の対象が，中小企業庁（地
方経済産業局）から地域の民間事業者・公益法人等に交
付される補助金等であったことから，②をいうこととす
る。
10　中小企業庁予算における「空飛ぶ補助金」の合計金額
については，交付先の詳細がわからないため，合計金額
を算出することは難しいが，例えば，交付先が「中小企
業等」，「民間団体等」となっている補助金等の交付先の
多くが，注釈９の②の「民間事業者等」，「公益法人等」
に該当するものと考えられる。
11　例えば，平成25年度新事業活動農商工連携等促進支援
補助金について，その公募要領によれば，事業者である
申請者と連携先の共同申請者が，国（地方経済産業局）
に直接申請することとなっている（国は都道府県に意見
照会することになっている）。なお，公募要領は関東経
済産業局の次のページを参照した。
　<http://www. kanto. meti. go. jp/seisaku/chikishigen/ 
20130215_25fy_chikishigen_koubo. html>
12　吉田（2010ｂ：263）は，地域内経済循環をあげる理
由の一つとして，岡田（2005:112-130）の調査結果をあ
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げている。この調査では，地場産業と先端技術型大企業
の分工場が，地域経済に及ぼす波及効果・産業連関を調
べており，その結果，出荷額は大企業分工場の方が地場
産業より若干大きいが，雇用や影響を与える関連事業所
数などの波及効果は地場産業の方が断然大きいとしてい
る。
13　「中小起業家しんぶん（2013（平成25）年５月５日号）」
より
　<http://www. doyu. jp/topics/posts/article/20130508- 
102439>
14　この用語は，西尾（2007：122-123）の，「私は，地方
分権一括法が施行された時点以降の地方分権改革を第２
次分権改革と称してきた」を踏まえたものである。
15　この章における地方分権改革推進委員会の資料は，内
閣府の次の web サイト「地方分権改革推進委員会」を
参考にした。<http://www. cao. go. jp/bunken-kaikaku/
index. html>
16　全国知事会資料「地方分権改革への提言」（2007（平
成19年）７月25日付）における「主な支障事例」を指す。
17　第16回委員会（2007（平成19）年９月14日）会議資料
４－２（全国知事会）地方分権改革への提言【本体】ｐ
19
18　第36回委員会（2008（平成20）年２月28日）会議資料 
資料３「国の行政機関の地方支分部局について」（全国
知事会，全国市長会，全国町村会）別紙４ｐ21，24
19　第19回委員会（2007（平成19）年９月20日）会議資料
１ 経済産業省提出資料
20　第19回委員会（2007（平成19）年９月20日）議事録よ
り
21　第61回委員会（2008（平成20）年10月８日）資料３－
１国の出先機関の事務・権限の仕分けに関する各府省の
見解（抜粋）経済産業省 経済産業局関係
22　推進委員会は，政府内の他の取組みのうち地方分権に
関わるものと連携しており，第32回小委員会（2008（平
成20）年１月23日）においては，合理化計画をとりまと
めた行政改革推進本部と意見交換を行っている。
23　関東経済産業局の次のページより。
　<http://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/shougyou/25fy_
chushoshougyou_saisei_2ji. html>
24　例えば，中小企業庁（2012ｃ :474,476）によれば，最
も規模の大きい広域自治体である東京都は産業労働局商
工部（調整課）が，また，基礎自治体である横浜市は経
済局が担当している（横浜市経済局では，中小企業振興
部と市民経済労働部の一部が担当している）。このよう
に，自治体では中小企業政策担当は，独立した局や部で
はなく，商工業などの産業や労働部門と同じ局や部に置
かれている。
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経済産業行政における地方分権についての考察
（巻末資料１）
（平成24年度　中小企業庁関係補助金等一覧）
項 目 目細以下
予算額※
（単位：百万円）
補助事業者等 間接補助事業者等
（補助金） 23,340 
経営革新・創業促進費
中小企業経営支援等対策費補助金 9,351 
全国商店街振興組合連合会補助金 181 全国商店街振興組合連合会
中小商業活力向上補助金 1,800 商店街振興組合等
地域商業再生事業費補助 1,500 商店街組織と民間事業者
との連携体
中小企業連携組織対策推進事業費補
助金
600 全国中小企業団体中央会 都道府県中小企業団
体中央会
小規模事業対策推進事業費補助金 2,191 
全国商工会連合会 1,442 全国商工会連合会
日本商工会議所 749 日本商工会議所
記帳機械化等オンライン化推進事業 201 全国商工会連合会
新事業活動促進支援補助金 2,001 中小企業等
グローバル技術連携支援事業 600 中小企業等
地域イノベーション創出実証研究補
助事業
277 民間団体等
中小企業事業環境整備費 11,527 
事業環境整備対策費補助金 585 
中小企業海外展開支援事業費補助金 387 民間団体等
高度実践型支援人材育成事業 198 民間団体等
中小企業海外展開等支援事業費補助金 2,760 独立行政法人日本貿易機
構，中小企業基盤整備機構
資金供給円滑化信用保証協会等補助金 8,100 
資金供給円滑化信用保証協会等補助金 4,200 信用保証協会
経営安定関連保証等対策費補助金 3,900 社団法人信用保証協会連
合会
株式会社日本政策金融公庫補助金 76 株式会社日本政策金融公庫
経営安定・取引適正化費
下請事業者支援対策費補助金 49 民間団体等
まちづくり推進費
まちづくり推進対策費補助金
戦略的中心市街地商業等活性化支援
事業費補助金
2,413 民間事業者・商店街振興
組合等
（交付金） 19,207 
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費 19,207 
独立行政法人中小企業基盤整備機構一般
勘定運営費交付金
13,370 独立行政法人中小企業基
盤整備機構
独立行政法人中小企業基盤整備機構小規
模企業共済勘定運営費交付金
4,286 独立行政法人中小企業基
盤整備機構
独立行政法人中小企業基盤整備機構中小
企業倒産防止勘定運営費交付金
1,550 独立行政法人中小企業基
盤整備機構
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（委託費） 22,253 
経営革新・創業促進費
中小企業経営支援等対策委託費 20,941 
人材活用等推進事業委託費 7,695 民間団体等
地域イノベーション・
基盤技術高度化促進委託費
13,246 民間団体等
中小企業環境整備費
事業環境向上等委託費
中小企業実態調査委託費 534 民間団体等
経営安定・取引適正化費 777 
経営安定等対策委託費 683 
中小企業取引適正化対策事業費
補助金
584 民間団体等
人権啓発支援調査委託費 99 民間団体等
事業環境向上支援委託費 94 
人権啓発支援調査委託費 30 地方公共団体
小規模事業者等支援委託費 64 地方公共団体
合　　計 64,800 
うち地方公共団体向け 94 0.15%
うち独立行政法人向け 19,207 29.64%
※各事業の予算額の百万円以下を四捨五入しているため，それぞれの合計は必ずしも一致しない。
出典：財政調査会（2012ｂ：216-223，374-375，442-444）をもとに，筆者が作成。
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経済産業行政における地方分権についての考察
（巻末資料２）
（平成11年度　中小企業庁関係補助金等一覧）
項 目 目細以下
予算額※
（単位：百万円）
補助事業者等 間接補助事業者等
（補助金） 83,800 
中小企業対策費 83,800 
中小企業海外展開等支援事業費補助金 6,347 
中小企業国際化対策事業費補助金 3,648 日本商工会議所，特殊法
人日本貿易振興会
中小企業関係団体費
中小企業海外情報提供等事業費補助金 39 財団法人交流会
情報技術活用型経営革新事業費補助金 2,660 情報処理振興事業協会
中小企業活性化補助金 13,806 
中小企業活性化指導事業費補助金 4,463 
指導事業費 2,852 地方公共団体 民間団体等
経営技術支援等事務費 1,611 
（都道府県） 1,599 都道府県
（（うち法律補助）） 1,506 
（（うち予算補助）） 93 
（市町村分） 12 市町村 民間団体等
技術指導支援設備費補助金 178 地方公共団体
地域活性化創造技術研究開発費補助金 3,289 地方公共団体 中小企業者，中小企
業団体
地域活性化連携促進事業費補助金 1,296 地方公共団体
中小企業経営革新対策費補助金 300 事業協同組合等，公益法人
中小企業経営革新支援対策費補助金 1,500 都道府県 事業協同組合等，公
益法人 , 中小企業等
地域産業集積中小企業等活性化補助金 1,426 地方公共団体 中小企業者，事業協
同組合等
地場産業等活性化補助金 865 地方公共団体 事業協同組合，公益
法人等
中小企業労働力確保推進対策費補助金 387 都道府県 中小企業者，事業協
同組合等
伝統的工芸品産業産地補助金 100 地方公共団体 事業業同組合等
中小企業経営支援事業費補助金 1,944 
中小鉱山等振興指導事業費補助金 710 
財団法人分 ６ 社団法人日本砕石協会，
財団法人国際資源大学校
組合分 95 事業協同組合 鉱業権者等
その他の法人分 610 鉱業権者，採石業者
中小企業国際展開等円滑化推進事業
費補助金
147 
社団法人分 69 社団法人国際商業仲裁協
会，財団法人海外技術者
研修協会，財団法人交流
協会
その他の法人分 78 中小企業関係団体 中小企業関係団体
創造技術研究開発費補助金 616 中小企業者，中小企業団体
地域活性化広域連携事業費補助金 157 
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公益法人分 69 公益法人等
その他法人分 88 商工会，商工会議所，都道
府県中小企業団体中央会
伝統工芸品産業振興協会補助金 313 財団法人伝統的工芸品産
業振興協会
小規模事業対策推進事業費補助金 892 
全国商工会連合会 488 全国商工会連合会
日本商工会議所 115 日本商工会議所
地域改善対策指導事業 289 都道府県 商工会議所，都道府
県商工会連合会
小規模事業指導費補助金 18,344 
商工会，商工会議所 14,563 都道府県 商工会，商工会議所
都道府県商工会連合会 3,808 都道府県 都道府県商工会連合会
組織化対策推進指導費補助金
全国中小企業団体中央会 2,892 全国中小企業団体中央　 都道府県中小企業団
体中央会等
組織化指導費補助金
都道府県中小企業団体中央会 2,692 都道府県 都道府県中小企業団
体中央会
中小企業設備近代化補助金
中小企業設備近代化補助金 50 都道府県 都道府県の出資によ
り設立された法人
全国下請企業振興協会補助金
全国下請振興協会 126 財団法人全国下請企業振
興協会
中心市街地等商店街・商業集積活性化事
業費補助金
2,200 地方公共団体 商店街振興組合
中小商業振興対策費補助金 685 
全国商店街振興組合連合会補助金 31 全国商店街振興組合連合
会
中小小売商業等振興対策費補助金 654 中小企業関係団体
中心市街地等商店街・商業集積活性化施
設整備費補助金
8,500 地方公共団体 商店街振興組合
中小企業総合事業団補助金 20,322 特殊法人中小企業総合事
業団
指導研修事業 7,860 
小規模企業共済事業 758 
中小企業倒産防止共済事業 11,704 
緊急金融環境変化対応信用保証協会基金
補助金
5,000 
都道府県等分 4,904 地方公共団体 信用保証協会
市町村分 96 市町村 信用保証協会
（交付金） 246 
中小企業対策費
診断指導事業交付金 246 地方公共団体 地方公共団体が指定
する法人
（補給金） 24,649 
中小企業等対策費 24,649 
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経済産業行政における地方分権についての考察
中小企業等災害復旧資金利子補給金 11 特殊法人商工組合中央金庫
中小企業経営改善資金融資補給金
小企業等経営改善資金融資補給金 1,087 特殊法人国民生活金融公庫
中小企業金融公庫補給金 23,500 特殊法人中小企業金融公庫
機械類信用特例保険補給金 51 特殊法人中小企業総合事
業団
（委託費） 2,998 
中小企業等対策費 2,998 
中小企業統計調査委託費 34 中小企業金融公庫
中小企業実態調査委託費 181 民間調査研究機関
中小企業情報提供委託費 184 特殊法人中小企業総合事
業団
研究開発事業等委託費
小規模事業基本問題研究委託費 1,342 認可法人全国商工会連合
会，認可法人日本商工会
議所
小規模事業活性化推進等委託費 162 
小規模事業活性化推進委託費 152 都道府県
中小企業分野等関係調査委託費 11 都道府県
中小企業対策調査委託費 1,095 
中小企業政策評価委託費 107 民間団体
小規模事業対策調査委託費 134 
財団法人分 25 財団法人
その他の法人分 109 民間団体
中小企業経営支援等委託費 20 財団法人
中小企業経営者等福祉事業対策調査
研究委託費
31 民間調査研究機関
下請企業振興対策事業委託費 108 
財団法人分 76 財団法人全国下請企業振
興協会
その他の法人分 33 民間調査研究機関
中小企業分野等調整対策調査委託費 33 民間調査研究機関
小売商業総合活性化対策調査研究委
託費
515 流通関係研究団体
中小サービス業近代化対策調査等委
託費
90 民間調査研究機関等
中小卸売業振興・物流効率化対策委
託費
57 民間調査研究機関等
合計 111,693 
うち地方公共団体向け 25,856 23.15%
※各事業の予算額の百万円以下を四捨五入しているため，それぞれの合計は必ずしも一致しない。
出典：財政調査会（1999：326-340，434-435，444，495-497）をもとに，筆者が作成。
61
Hosei University Repository
